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空き家の実態と空き家対策の現状と課題 

 

伊籐久雄（ＮＰＯ法人まちぽっとスタッフ） 

 

 空き家も空き家率もともに増え続けている。国土交通省の調査によれば（後述）、空き家

の約６割は相続されたものであり、その相続空き家の７割超は 1980年以前に建築された住

宅である。また､約６割は所有者の｢死亡｣を契機に空き家となっている。 

 空き家の実態と空き家対策の現状を総務省と国土交通省の調査からみるとともに、今後の

課題を考えてみたいと思う。 

 

１．空き家の現状 

 

（1） 総務省調査から 

 

総務省は、2023年（令和５年）10月１日現在で「住宅・土地統計調査」を実施し（1948

年－昭和 23年－以来５年ごとに実施しており、今回で 16回目）、令和６年９月 25日、確定

集計を公表した。 

 

     空き家数及び空き家率の推移－全国（1978 年～2023 年）  

 

 

総住宅数のうち、空き家は 900万２千戸と、2018年（848万９千戸）と比べ、51万３千戸

の増加で過去最多となっており、総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は 13.8％と、

2018年（13.6％）から 0.2ポイント上昇し、過去最高となっている。空き家数の推移をみる
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と、これまで一貫して増加が続いており、1993年から 2023年までの 30年間で約２倍となっ

ている。  

空き家数のうち、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」は 385万６千戸と、2018

年と比べ、36万９千戸の増加となっており、総住宅数に占める割合は5.9％となっている。 

 

 

 

 なお東京都の空き家は  896,500 戸で、空き家率は 10.9％となっている。平成 30年と比

較すると、「空き家」は86,600戸増加し、空き家率は 10.6％から 10.9％に上昇している。

45年前の昭和 53年と比較すると、「空き家」は約2.6倍に増加している（東京都の統計）。 

 

（2） 国土交通省調査から 

 

 国土交通省は、空き家を所有している世帯を抽出して、空き家の管理状況や利用意向など

を調査することにより、国及び自治体における空き家に関する基本的施策を推進する上での

基礎資料を得ることを目的として、空き家所有者実態調査を実施している。この調査は昭和

55年から概ね５年ごとに統計法に基づき実施している一般統計である（6年度調査で 10

回）。令和７年８月29日、集計結果をとりまとめ、公表した。 

 この調査は、総務省が実施した「令和５年住宅・土地統計調査」において「居住世帯のな

い住宅（空き家）を所有している」とご回答した世帯の中から、全国で約１万３千世帯を無

作為に抽出して調査の対象としている。両調査のデータを結びつけて集計・分析することに

より、住宅・世帯の実態と空き家の管理状況や利用意向などの実態との関係性を明らかにす

ることが目的である。調査結果は以下のとおり。 

○ 空き家の約６割は相続されたものであり、その相続空き家の７割超は1980年以前に建築

された住宅。また､約６割は所有者の｢死亡｣を契機に空き家となっている。 

○ 相続空き家の相続前に対策を実施している世帯は２割超で、｢被相続人との話し合い｣が

最多。 

○ 相続前に対策を実施していない空き家は、対策を実施した空き家と比べて、何もせずに

そのまま空き家として所有され続けている割合※が約 1.5倍。 
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※建物の 活用（売却・ 賃貸・ 居住等）や 解体意向なく、「空き 家として 所有してい

た空き家の取得経緯等」割合 

○空き家の種別ごとに直近１年間※１の空き家の利用状況の変化を見ると、使用目的のない

空き家の約 15％が空き家を解消※２、貸家・売却用の空き家の約３割が空き家を解消。 

○今後の空き家の利用意向を見ると、使用目的のない空き家の所有世帯の約４割が今後も空

き家として所有する意向がある一方で、４割弱に除却又は売却する意向がある。 

※１令和５年住宅・土地統計調査の調査基準日である令和５年 10月 1日時点～本調査の

調査基準日である令和６年 12月１日まで。 

※２居住世帯のない状況（空き家）ではなくなったもの（所有者等が居住、除却、売却、

非住宅に転用など）。 

 

２．空家等対策の推進に関する特別措置法（空家法）の取組み状況等について 

 

 空家等対策の推進に関する特別措置法施行（平成 27年 5月 26日、以下特措法）以降の法

改正等については、参考資料の「空家等対策の推進に関する特別措置法関連情報」や「空家

等対策に係る関連施策等（令和５年 12月版）」等をみて頂きたい。   

 ここでは、空き家対策に取り組む全国の市区町村の状況について、特別措置法の施行状況

等について」等（令和７年３月 31日時点）からみておきたい。特別措置法の施行状況等に

ついて、令和５年改正による措置を含め、取組み状況の調査結果が公表されている（参考資

料）。調査結果のポイントは次のとおり。 

 

【調査結果のポイント】  

１． 令和５年改正法による措置について、令和５年12 月 13 日の施行後、令和７年３月 31     

日までの取組状況は次のとおり。 

[１]空家等管理活用支援法人（法第 23 条）は、95 法人（64 市町村）が指定され、120 法

人（98 市区町村）において指定が検討されている。 

[２]空家等活用促進区域（法第７条）は、４区域（４市）が指定され、36 区域（27 市区

町）において指定が検討されている。 

[３]管理不全空家等に対する措置（法第 13 条）は、指導が 3,211 件（185 市区町村）、勧

告が 378 件（40 市区町村）講じられた。 

[４]緊急代執行（法第22 条）は、12 件（10 市町）講じられました。 

 ※ [１]において、法人数は延べ数である（異なる市区町村で同一の法人が指定され、ま

たは、指定を検討されている場合がある）。   

  また、指定を検討している市区町村には、既に異なる法人を指定済の市区町村が一部含

まれる。 

２． 従前からの特定空家等に対する措置（法第22 条）については、平成27 年の空家法施
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行後、令和７年３月31 日までに、助言・指導が42,768 件、勧告が 4,153件、代執行

(略式代執行含む)が 878 件講じられた。 

 

   適切に管理されていない空き家に対する 

市区町村の取組による除却や修繕等※の推進 

   
  ※除却や修繕等：除却、修繕、繁茂した樹木の伐採、改修による利活用、その他適切な

管理 

  

  特定空家等に対する措置状況（数字は市町村数） 

 
※」平成 27年度から令和6年度 

 

 ただし、都道府県別にみると状況は相当に異なる 

● 空家等対策計画の策定状況 

  全国平均の策定率88.5％に対し、100％なのが石川県、福井県、山梨県、岐阜県、三重

県、滋賀県、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、徳島県、愛媛県、高知県、熊本県、大

分県、宮崎県と 16県に上るのに対し、80％を割る東京都 72.6％。沖縄県 31.7％が目立っ

て低い。 

● 法定協議会の設置状況 

  全国平均 60.4％に対し、90％を超えるのが茨城県、群馬県、福井県、岡山県、山口県、     
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香川県、佐賀県、大分県で 8県ある。これに対して 30％に満たないのが東京都、山梨県、     

和歌山県、高知県、宮崎県、沖縄県である。 

※この２つの調査で、両方とも下位にあるのは東京都と沖縄県である。 

● 空家等活用促進区域の指定状況 

  指定されている区域数は全国で 4区域（４市区町村）しかない。それは茨城県、千葉

県、岡山県、山口県の各１地区である。今後の指定予定をみても全国で36地区、北海道 1

地区、岩手県 2地区、山形県、福島県、茨城県、群馬県、埼玉県、東京都、新潟県、山梨

県各 1地区、長野県 2地区、岐阜県 3地区、静岡県 1地区、愛知県 3地区、三重県、滋賀

県、京都府各 1地区、奈良県 5地区、岡山県 2地区、愛媛県 3地区、佐賀県、長崎県、熊

本県各 1地区と、指定予定のある県は 23都道府県に過ぎない。 

● 空家等管理活用支援法人の指定状況 

  全国の指定状況は指定済法人 96地区（64市区町村）、指定予定120法人（98市区町

村）となっている。指定済、指定予定ともに０（ゼロ）の都道府県はない。 

● 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置状況（都道府県別） 

この都道府県別措置状況は、表が 7表作成されている。 そのうち指導。勧告に関する第

1表について、関東地区のみ取り出してみる。 

 

管理不全空家等及び特定空家等に対する措置状況（都道府県別） 

（                  令和７年３月 31日時点） 

都道府県 
指導 勧告 指導 勧告 

累計 
令和 5年度 令和 6年度 

全国計 666 0 2,545 378 3,589 

茨城県 129 0 249 26 404 

栃木県 69 0 278 8 355 

群馬県 ⒓ ０ 48 10 70 

埼玉県 37 ０ 184 4 225 

千葉県 4 0 63 16 83 

東京都 0 0 108 34 132 

神奈川県 0 0 97 13 110 

 

 上表のように、指導、勧告は茨城県、栃木県が群を抜いて多い。この 2県で全国累計の 2

割以上を占める、とりわけ茨城県は空家等対策計画の策定状況も 97.7％と 100％ちかかった

ので、すべての調査項目で全国上位にある。 

 これに対して東京都と神奈川県（の市区町村）は、ようやく 6年度に指導、勧告の取組み

にエンジンがかかってきたと思われる。 

 

３． 最近の取組みについて 

 

 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す



6 

 

る法律」の施行に伴い空家等対策の推進に関する特別措置法の一部が改正され（令和８年９

月３日施行）、同法の施行等に伴い、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（平成27年総務省・国土交通省告示）が変更された。ガイドライン等に

ついてもそれぞれ一部変更し、公表された。  

 「必要な指針」は、管理不全空家等、特定空家等への措置の判断の参考となる基準などを

示すものである。 

 

＜管理指針、管理不全空家の参考基準＞ 

○現行の特定空家のガイドラインを基本として、４つの観点（保安上危険、衛生上有害、

景観悪化、周辺の生活環境への影響）の｢放置した場合の悪影響｣ごとに、｢特定空家の

状態｣｢管理不全空家の状態｣の例を提示。 

また、これらの状態にならないようにするための管理の行為の例を｢管理指針｣として提

示。 

 

 

 

＜管理不全空家・特定空家の参考基準＞ 

○特定空家・管理不全空家であるか否かの判断に際しては、以下に掲げる放置した場合の

悪影響ごとに、それぞれに掲げる状態の例を参考として総合的に判断する。なお、以下

に掲げる放置した場合の悪影響及び状態の例によらない場合も、個別の事案に応じて適

切に判断していく必要がある。 
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管理不全空家等及び特定空家等に対するガイドラインは、空家等活用促進区域ガイドライ

ンと空家等管理活用支援法人の指定等の手引きが示されている。取組み状況の調査結果でみ

たように、空家等管理活用支援法人の指定は少しずつ進んでいると思われるので、ここでは

全国的に取組みの進んでいない空家等活用促進区域ガイドラインをみておきたい。 

 

＜空家等活用促進区域ガイドライン＞ 

 ガイドラインは令和 5年の法改正で創設されたもので、周囲に悪影響を及ぼす特定空家等

の除却等の更なる促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の段階から空家等の有効活用や適切
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な管理を確保し、空家等対策を総合的に強化するものである。改正法は、空家等の「活用拡

大」、「管理の確保」、「特定空家等の除却等」を３本柱とするもので、このうち「活用拡大」

として、本ガイドラインで説明する空家等活用促進区域に係る措置等が講じられている。 

 

  改正の背景と方向性 

 

 本改正は用途特例適用要件の検討が主要な改正点だと思われる。 

● 用途特例適用要件の検討 

（基本的な考え方）  

用途特例適用要件は、空家等の活用を促進するという政策ニーズに対応しながら、各用途

地域に応じた市街地環境を確保するという用途規制の本来の目的を踏まえて設定されるもの

である。建築基準法第48条第 1項から第 13項までの規定のただし書の特例許可を受けるこ

とができるのは、特定行政庁が、次の①又は②に該当すると認めた場合に限られるが、  

① 用途地域ごとの市街地環境を害する恐れがない  

② 公益上やむを得ない  

本改正による促進区域内では、  

③ 用途特例適用要件に適合すると特定行政庁が認めた場合にも、特例許可を受けることが

可能となる。  【用途規制の合理化による効果】 （次ページ） 

 ただし、上記③については、空家等の活用であれば全て用途特例適用要件に規定できると

いう旨ではなく、上記の①や②の観点も踏まえ、「空家等を用途特例適用要件に適合する用

途に供することが促進区域における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ない（特定行

政庁協議の同意条件）」ものとなるように検討することが必要である。  

※特定行政庁とは、建築主事を置く市町村では「市町村長」、建築主事を置かない市町村で

は「都道府県知事」を指している。建築主事とは、建築確認等に関する事務を行う市町村
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または都道府県の職員のことをいう。 

 

 

 

４． 今後の課題 

 

 特定空家対策特別措置法は平成 26年（2014年）の創設であるから、すでに 12年が経過し

た。２．でみたように、この間（令和 7年度）の取組み状況は、助言・指導 42,766件、勧

告 4,153件、命令 551件、行政代執行 266件、略式田尾執行 592件、緊急代執行 12件であ

る。この数字をどうみるか。勧告、命令はやはり少ないと思わざるをえない。 

 この数字の少なさは、空き家や空家率が増え続けている現実に表れてれている。今年、特

措法、指針、ガイドラインの改正が行われたが、取り組み状況が飛躍的に改善するとは思え

ない。それは空き家になった家屋の活用拡大、管理（悪化の防止）、特定空家の指定（除却

等）は基本的に市町村の業務だからである。 

 市区町村は特別区と言えども人員（人材）不足である。空家等管理活用支援法人（令和 5

年の改正空家法）など、民家団体等との連携、活用等に取組んでいるが、管理活用法人の指

定は 96地区（64市区町村）であって、都道府県の取組みに較差があるように、市区町村の

取組みの違いはもっと大きいと思われる。 

 市区町村の人材を育て、確保していく取組みが遠回りであるように思われるが、最も早道

だと私は思う。 

 

 

＜参考資料＞ 

 

■令和５年住宅・土地統計調査－住宅及び世帯に関する基本集計（確報集計）結果 

https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2023/pdf/kihon_gaiyou.pdf 

■東京の統計 令和５年住宅・土地統計調査－住宅・世帯の概況（（2）居住世帯の有無） 

 https://www.toukei.metro.tokyo.lg.jp/jyutaku/2023/jt23tf0002.pdf 

■令和６年空き家所有者実態調査（国土交通省） 

https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2023/pdf/kihon_gaiyou.pdf
https://www.toukei.metro.tokyo.lg.jp/jyutaku/2023/jt23tf0002.pdf
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https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/R6_akiya_syoyuusya_jittaityousa.html 

■令和６年空き家所有者実態調査 結果のポイント 

 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001907473.pdf 

■空家等対策の推進に関する特別措置法関連情報 

 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000035.html 

■令和５年改正空家法に基づく取組が広がる～空き家対策に取り組む全国の市区町村の状況

について（令和７年３月31 日時点調査）～ 

 https://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000257.html 

■空家等対策に係る関連施策等（令和５年12月版） （一覧） 

 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/002021044.pdf 

■空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況等について（令和７年３月 31日時点） 

 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001984996.pdf 

■都道府県別等の調査結果（令和７年３月31日時点）  

 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001975340.pdf 

■「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備 

に関する法律」の施行に伴う空家等対策の推進に関する特別措置法の 一部改正等につい

て（通知  令和 8年 9月 3日 国土交通省 

https://www.cao.go.jp/bunkesuishin/ikkatsu/doc/16ikkatsu/16ikkatsu_tsuchi_16.pdf 

■管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針

（最終改正：令和８年９月３日） （概要資料） 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/002019812.pdf 

■空家等活用促進区域の設定に係るガイドライン（最終改正：令和８年９月３日） 

 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/002019840.pdf 

 

 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/R6_akiya_syoyuusya_jittaityousa.html
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001907473.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000035.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000257.html
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/002021044.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001984996.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001975340.pdf
https://www.cao.go.jp/bunkesuishin/ikkatsu/doc/16ikkatsu/16ikkatsu_tsuchi_16.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/002019812.pdf
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/002019840.pdf

